
 

 
 

２０２２年度事業報告に関する件（報告） 
 

                  
  現行の中期計画の 2 年目として、鉄道の安全性向上や業務の効率化を中心に諸課題や

制度の検討を深度化させてきました。具体的には、先進技術の鉄道への応用、蓄積した

従来技術の確実な継承・発展のための研修、外国人技能実習制度の実施機関としての体

制整備、各種データの活用による検修業務効率化など、会員各社に有益な取組みを進め

ました。 

 また、各種情報提供、会員相互のコミュニケーションの充実などを通じて、サービス

や各種活動のレベルを高め、特に研究発表会や技術セミナー、技術講座等の開催並びに

協会誌の発行、有益情報の配信等により、会員各位の技術の研鑽・向上に貢献して参り

ました。 

 収支面から見ると、感染対策が軽減され各種活動が活発化する傾向にありながら、車

両材料燃焼試験や調査研究受託の件数が低調に推移したことなどから、依然厳しい状況

が続いた 1 年となりました。このため、オンライン形式の会議や教育事業の適用を拡

げ、効率的な運営に努めて参りました。会員各位におかれましても、引き続きご理解、

ご協力をお願いいたします。 

 

 以下に、2022 年度の事業実績について、各項目の概要を記します。 

 

 

１．調査・研究、技術・サービス提供事業 

 

（１）安全性向上への取組み 

 

（車両関係） 

①「車両の安全性向上調査研究」の推進 

安全性向上調査研究については新たに、「ブレーキ力を変化させる要因に関する

調査研究」と「誘導障害に関する調査研究」に取り組みました。 

〇ブレーキ力を変化させる要因に関する調査研究では、これまでの研究に引き続き、

「全電気ブレーキ」「編成両数による変化」「使用環境等」に対して、実車での踏

面粗さのコントロールを目的に活動し、ブレーキ力の変化のメカニズムの議論、

車両調査、試験事項の検討を行いました。 

〇誘導障害に関する調査研究では、地上設備に対し、車両の制御装置や電源装置等

の高周波ノイズが影響を与えないことを確認する誘導障害試験に於いて、不都合

が発生すると緊急に対策の検討・実施・再評価を行っており、費用面・工程面で

多大な負担を強いられています。このような状況に鑑み、鉄道研究機関、鉄道事

業者（車両部門・電気部門）、車両メーカ、車両機器メーカ、地上機器メーカが一

同に会し、様々な立場・視点から建設的な議論を行い、中長期的な車両・車上機

器、地上設備の設計や誘導障害試験のあり方について指針を示し、提言を目指す

ことを目的に活動を開始しました。 

 

②「地域鉄道との活動」の拡大  

   地方鉄道の技術継承研修会は 2022年度の開催で 10 年が経過しました。この間、

研修会の運営について地方鉄道事業者に対するアンケートを実施し、地方鉄道事業



 

者、協賛事業者等の要望や状況を考慮して研修会の内容の充実を図りました。2022

年度も新型コロナへの感染予防を考慮しつつ、東北、関東、中部、近畿、中国、九

州の各運輸局管内において、月検査の現車検修を基本に部品検修や有益情報事例な

ども含めて有効な研修を実施しました。 

 

③「検修技術向上調査研究」の推進  

検修技術向上調査研究部門では、車両検修の作業方法や技術等について、実際に

作業を行っている社員同士が相互に情報交換を行うことにより検修技術の向上を

図ることを目的として「現場立会交流会」を開催しています。2021 年度は、Web

会議のみの開催となりましたが、2022 年度は、対面参加と Web 参加を半数ずつに

分け、コロナ感染予防に努めながら、京王電鉄、京成電鉄、京急電鉄にて開催しま

した。 

 

 ④「台車枠の安全性向上に関する研究会」の開催  

本研究会は、東工大の中村名誉教授を座長とし、新幹線の鉄道事業者 5 社と台車

メーカ 6 社との情報の共有化を図ることによる台車枠の安全性向上を目的として

おり、2023 年 3 月に第 3 回研究会を JR 西日本博多総合車両所で開催しました。

台車枠探傷作業の現場を視察し、また、中村座長と委員の東工大井上教授等による

講義及び台車枠の品質向上をテーマに委員間の情報交換を行いました。なお、研究

会は 2022 年度で一旦終了し、次年度以降は情報交換会（仮称）として開催を計画

します。(JR 北海道、JR 東日本、JR 東海、JR 西日本、JR 九州、川崎車両、近畿

車輛、日本製鉄、総合車両製作所、日本車輌製造、日立製作所） 

 

⑤「有益情報事例」の配信  

「鉄道事業者に対する有益な不具合情報提供のための取り組み」について、有益

情報事例として 2022 年度は 4 件の情報を配信しました。また、過去配信した情報

について、理解の深度化を図るため、関東地区、中部地区、近畿地区に於いて初め

て勉強会を開催しました。更に、コロナ禍で中止していた訪問ヒアリング調査を 3

年ぶりに再開しました。本年度は 4 社に赴き、有益情報の活用状況や要望等のヒア

リングを行い活動の改善に向けた取り組みに努めました。 

 

（２）技術革新・先進技術への取組み 

 

（車両関係） 

①「鉄道に関する技術上の基準を定める省令第 81 条等に関する調査検討」 

（国交省：継続）  

  〇非常通報装置の機能に関する検討作業部会 

解釈基準通達等に規定されている非常通報装置に、通報者が乗務員等と通話で

きる機能を追加することについて、具体的な改正案の検討を行いました。 

〇GoA2.5 に関する検討作業部会 

列車前頭に緊急停止操作等を行う係員が添乗する形態（GoA2.5）の導入に当た

り、現行の解釈基準通達等の内容について見直しを検討しました。 

 

②「車両検修データ活用の調査検討会」（車両委員会 品質向上部門）  

2022 年度は JR 貨物、JR 九州、JR 東日本のデータ活用事例を共有し、課題や 

推進体制などの情報交換を行いました。JR 東日本や JR 西日本おいては、現場で

のデータ取得方法やその活用方法などを現場社員から紹介いただき、データ収集の



 

仕組みや分析方法等を具体的にイメージすることができ、各事業者が自らの検修現

場で活かせるように活動しています。 

 

③「お客様サービスへの取組み（車両設備）」の推進  

   2022 年度も各鉄道事業者で開催された連絡会や研修会の機会を通して、新型車

両の視察や情報に触れながら技術の進展やお客様ニーズの変化などの情報共有に

努めてきました。 

 

④「鉄道車両用材料の燃焼特性に関する共同研究」（鉄道総研：継続）  

2022 年度は、鉄道総研の CCM-IR 法（ガス分析機能付コーンカロリメータ燃焼

試験）に類似した ISO/TS21397:2021 を実施している試験機関と意見交換を行い、

CCM-IR 法との相違や有効性等についての情報や国際的な動向について知見を得

ることができ、次年度に向けての試験内容や供試材料の選定などの事前検討を行い

ました。 

 

⑤ 鉄道車両用材料における燃焼規格に関する調査検討 (国交省：継続）                  

2022 年度は、煙量の定量化に向けて試験データを蓄積し、数値的な判断領域

（案）を定め、その妥当性の検討と明文化に向けて取り組みました。また、日本

の火災対策の在り方については、火源シナリオ案を基に、日本の火災対策に対す

る課題等を整理し、今後の方向性を整理しました。また、ガス成分評価について

は、試験方法や判定基準等について建築関係の調査検討を行いました。 

 

（機械関係） 

①「昇降機技術小委員会の取組み」の推進 

2022 年度、2023 年度の 2 ケ年での活動を計画し、「環境の変化に対応した昇降

機の課題解決・仕様策定について」をテーマとし、「コロナ禍対策」、「作業員・駅員

の減少に伴う働き方改革」、「交通弱者への対応、安全確保」、「更新・耐震法令対応」

の 4 つのカテゴリーについて、課題を整理し対策の検討を進めることとしました。 

 2022 年度は、鉄道事業者 32 社と昇降機メーカ 4 社に対してアンケート形式で調

査を行い、課題と対策案について分析しました。 

 

②「ホームの安全確保技術小委員会の取組み」の推進 

   2022 年度、2023 年度の 2 ケ年での活動を計画し、「鉄道駅バリアフリー料金制

度について」、「機器設計条件（要求）の見直し」、「新設工事等のコストダウン」、

「安定・安全対策事例について」など 11 の新しいテーマで活動することとしまし

た。2022 年度は、新しいテーマごとに委員各社の取り組み事例を集約し、実態の

把握を行いました。 

 

③「エネルギーマネジメント技術小委員会の取組み」の推進 

  2022 年度、2023 年度の 2 ケ年での活動を計画し、取組みテーマ「駅設備におけ

る脱炭素社会への取組み(機械設備版)」について、検討していくこととしました。 

  2022 年度は、エネルギーを「へらす」、「つくる」、「ためる」の観点から、技術（運

用や制御）の調査を行うとともに、メーカ各社やベンチャー企業の取組み事例を収

集・研究を行いました。 

 

④「機械設備メンテナンス技術小委員会」の推進 

   2022 年度、2023 年度の 2 ケ年での活動を計画し、取組みテーマ「鉄道機械設備



 

のメンテナンス省力化・効率化」について、調査検討していくこととしました。 

  2022 年度は、メンテナンスのシステム化、検査内容の精査による業務効率化、設

備の方式変更によるコスト低減などの事例を委員各社から集約し整理しました。 

 

⑤「駅サービスロボット小委員会の取組み」の推進 

  2022 年度は、「駅サービスロボットの安全性確保に関するガイドライン」の理解

促進を図るべく鉄道建築部門との意見交換や、ロボット導入実績のある事業者、メ

ーカにアンケートとヒアリングを実施しました。今後は、ロボット導入のための情

報提供、課題解決支援を行える環境づくりを進めます。 

 

（貨物関係） 

①「車両検修内容の見直し」の推進 

   検査期限が迫った貨車を列車編成の中から 1 両ずつ抜き取り、検修箇所に回送

して検査を施行していることに対し、検査待ち等の運用ロス解消や複雑多岐にわ

たる入換作業を簡略化できる「編成交検」の可能性について 2019 年度から調

査・研究を行ってきました。結果として、荷役作業を含めて列車の速達性を維持

しながら方面別に編成単位で貨車運用することは困難であることが判明しまし

た。本研究は 2022 年度で終了することとしました。 

 

②「車両検修内容の見直し」の推進 （JR 貨物：継続） 

「コキ 107 形式及びコキ 200 形式コンテナ貨車の全般検査・交番検査（指定取

替)の検査周期延伸」は試験車両調査が終了し延伸可能との結論を得ました。2022

年 5 月規程改正を運輸局に届け出て検査周期を延伸しました。 

「新形式電気機関車の検査周期延伸」は、制約因子の抽出と調査を行いました。

この結果、周期延伸可能との結果を得ましたので、2022 年 7 月より EF210、EF510、

EH200、EH500 形式の周期延伸試行車を出場させました。また、2022 年度に

EH800 の調査を行い、延伸可能との結果を得ましたので今後、試行車を出場させ

る予定です。 

 

③「車両検修内容の見直し」の推進 （JR 貨物：新規） 

  「コンテナ貨車（コキ 107、200 形式）の交番検査周期延伸」は、制約因子とな

る装置の抽出及び同部品の調査を行いました。今後、調査結果を取りまとめ、周

期延伸の可否を判断の上、周期延伸試行車を出場させる計画です。 

 

（３）技術継承のための教育訓練等への取組み 

 

（車両関係） 

①「効率的な車両検修に向けた検修設備の実務検討会」の推進（車両委員会 車両検 

修設備改善部門）  

車両検修設備関係者のネットワークを維持し、各社が効率的に検修設備関連業務

を推進できるように、課題や事例の共有化を行うことを目的に活動を行っています。

2022 年度は計 3 回の検討会・幹事会を開催し、車両基地や工場等の検修設備につ

いて、それぞれの概要や仕様などを一件一葉にまとめた「鉄道車両検修設備事例集」

を発行し、関係者に配布して有効活用を図っています。 

 

②「鉄道車両の機能の安全と設計知見の調査検討」の推進（JR 東日本ﾃｸﾉﾛｼﾞ ：ー終了） 

鉄道車両の設計技術力は、経験から培われて技術継承が行われてきましたが、基



 

本的な事柄を含め設計者の知見は暗黙知となっており、鉄道車両の安全設計（機能

の安全）についてしっかりとした技術継承を行う必要がありました。そこで、基本

的な考え方、事故・故障事例等からの知見をマニュアルとして体系的にまとめて、

設計者の育成・技術継承に活かすことを目的に活動してきました。2021 年度は「戸

閉回路・装置」「主回路」、2022 年度は「ブレーキシステム」「その他装置」を対象

に、機能の安全の観点から基本的な設計の考え方、事故事例からの対策等に関する

各種資料の調査検討を行い、冊子『鉄道車両の「機能の安全と設計知見』を作成し

関係者に配布しました。 

 

③「ブレーキシステム・装置」に関する図書の刊行作業部会（車両委員会 技術継承

部門） 

技術継承部門の活動の一環として、電車及び新幹線のブレーキシステム・装置

をテーマとし、設計に必要なポイントをまとめ、鉄道事業者のブレーキ設計に携わ

る技術者の参考となる図書を作成しています。2022 年度は全 21 章中の約 8 割につ

いて、執筆担当者からの原稿集約と内容についての審議を行っています。 

 

（機械関係） 

①「機械設備業務を継承する機械技術継承セミナー」の推進 

2022 年度も昨年度に引き続き、「機械設備業務のマネジメントを継承するセミナ

ー（若手関係社員向け）」と、「既受講者のフォローアップ」との融合を図ったカリ

キュラムを実施しました。セミナーにより機械部門の若手の育成および鉄道の発展

に寄与しました。 

 

（貨物関係） 

①「特大貨物・甲種の鉄道車両等輸送取扱い方解説書の講習会」の開催 

JR 貨物より 2021 年度に発刊した解説書に基づき、社員の輸送技術向上を目的

とした講習会開催の要望があり、2022 年 6 月に講習会を開催ました。JR 貨物か

ら、本社、支社及び関係区所の担当者 28 名が出席しました。 

 

（４）会員の活動を広げる取り組み 

 

（車両関係） 

① 車両保守における「若手管理者を育成するスキルアップ塾」の実施  

管理者としての素養を身につけることを目標に、2 年間に亘り延べ 16 日間とい

う長期の教育コースを設定しています。2022 年度については、第 5 期生として募

集を行い、19 社 24 名の塾生が 5 月から教育を受講中であり、カリキュラムとして

有識者の特別講義や事故の歴史展示館の見学などを盛り込みながら、２年間での修

了を目指して充実した講義を行い、受講者の人材育成と連携強化を図っています。 

 

②「車両担当課長連絡会」の開催  

2022 年度は名古屋鉄道、JR 東日本、横浜市交、小田急を幹事として各社の現業

機関にて開催し、技術情報、保守情報、故障情報などの活発な情報交換を行うとと

もに、協会活動の情報を積極的に発信しています。 

 

③「全国鉄道事業者車両担当課長連絡会」の開催  

2014 年度から延べ 16 回開催し、JR 及び公民鉄関係の車両担当課長による技術

情報、保守情報、故障情報などの活発な情報交換等の主旨が浸透し、活動の定着化



 

が図られると共に、協会活動の情報を積極的に発信しています。2022 年度は 5 月

に関西ブロックの JR 西日本・南海電鉄が幹事（なんばスカイオコンベンションホ

ール会場）、11 月に協会が幹事（東京メトロ深川車両基地会場）で開催しました。 

 

④「公民鉄車両部長連絡会」の開催  

公民鉄の車両担当部長連絡会を 2 月に 3 年ぶりに対面にて開催し、各社からの技

術情報、保守情報、故障情報等の情報交換、協会からの各種取り組み状況を発信す

るとともに、要望等の確認を実施しながら連携強化に努めました。 

 

⑤「情報共有化」の拡大  

関東運輸局主催の「中小鉄道事業者情報交換会」の開催を支援し、現場の見学や

討議を通じて、中小鉄道事業者間の情報共有に取り組みました。また「車両実務者

情報交換会」の開催を支援し、鉄道事業者の設計実務者間の情報共有、課題整理に

取り組みました。更に、モノレールや新交通システム等の特殊鉄道事業者との連絡

会にも参加し、情報共有と課題整理等を行いました。 

 

（機械関係） 

① 機械設備研修講座の新設 

2022 年度から、ハンドブックを活用した研修会を実施するにあたり、2021 年度

に開設された JR 東日本メカトロニクス㈱機械設備技術研修センターの施設と実機

(エスカレーター、ホームドア)を使って、ハンドブックによる幅広い知識の習得と、

実機による実践的な説明を組み合わせた研修講座を開設しました。 

 

②「現場の取組み事例発表会」の開催 

JR、民鉄、サービス会社等の機械設備業務に携わる現場社員の成果報告の場、聴

講者が刺激を受ける場、情報共有の場、自慢の場として、全国ネットの発表会を 11

月に三甲新橋ビル会議室で Web 併用により開催しました。これらを通じて JR 以

外の鉄道事業者のネットワーク構築も図りました。 

 

③ 公民鉄の機械設備関係者が必要とする情報提供等活動の実施 

公民鉄のニーズを把握するため、昇降機技術小委員会では「コロナ禍、作業員・

駅員の減少・働き方改革などの現状把握のアンケート」、機械設備メンテナンス技

術小委員会では「メンテナンス省力化・効率化に結び付く事例紹介」を実施しまし

た。 

 

 

２．諸制度・試験 

 

（１）施行資格認定制度  

① 車両関係工事施行技術者資格認定制度の充実 

2022 年度の受検者数は 1,643 名(対前年度比 105％)であり、例年並みの受講者数

でした。今後も資格認定試験に向けて、運用管理者会議、JR・支部担当者会議、支

部担当者会議を通して運用上の課題等を解決して制度のブラッシュアップを図っ

ていきます。 

② 機械検修工事施行技術者資格認定制度の充実 

2022 年度の受検者数は 4,192 名（対前年度比 96％）でした。また、一部の支部

では申請の手続き方法を、協会のホームページを使って会社に案内する新たな取り



 

組みを始めました。 

 

（２）車両関係工事施工（公民鉄関係）資格認定制度の試行  

  プロジェクト方式で本認定制度の枠組みや講習会教材の内容等を検討しました。こ

の検討内容を基に、本制度のトライアルを 2023 年 7 月末に東京地下鉄㈱深川検車区

にて関係者・被験者に参集頂き行うことにより、制度化の可否や課題の抽出等を行う

こととしました。 

 

（３）鉄道車両分野における外国人材受入れに関する検討会（鉄道車両整備職種作業部

会(国交省））  

  2022 年 4 月に外国人技能実習制度に鉄道車両整備職種（走行装置検修・解ぎ装作

業、空気装置検修・解ぎ装作業）が追加され、当協会が技能実習評価試験の試験実施

機関として認定を受けました。試験実施機関として評価委員会（試験問題及び採点基

準の決定、試験の合否判定及び判定結果等）及び評価試験委員会（試験問題案及び採

点基準案の作成等）を開催しました。2022 年度は評価試験の申請はありませんでし

た。 

 

（４）技術力評価制度設立の検討  

鉄道車両保守業務従事者の知識を客観的に評価する方法の一環としての鉄道車両

保全技術検定について、そのトライアルを計 33 社局 556 名の参加を得て実施しまし

た。2023 年度にこの集計・分析結果をもって、制度化の可否や実施方法について判

断を行います。 

 

（５）鉄道車両用材料燃焼性試験  

2022 年度の燃焼試験は 1,059 件（対前年度比 82％）、コーンカロリメータ試験は

44 件（対前年度比 59％）であり、コロナ禍の影響もあって減少しました。また、煙

量の定量化や試験方法等について海外動向を踏まえつつ関係箇所と共に検討し、更な

る信頼性・有用性の向上に向けて取り組んでいます。 

 

 

３．教育・知識普及活動 

  

（１）全国「車両と機械」研究発表会及び特別講演会の開催   

「安全・故障防止対策部門」「技術開発・サービス向上部門」「作業改善・提案部

門」の 3 部門について計 88 件の応募があり、論文選考部会委員の審査を経て 31 件

の研究成果を発表して頂きました。鉄道局長賞は JR 東海大阪台車検査車両所の「車

輪偏摩耗の原因解明と対策に関する研究」が受賞しました。また、発表会当日と翌日

の計 3 日間に、事前収録した DVD 映像を配信し、延べ約 2,000 回の視聴がありまし

た。 

 

（２）「車両と機械」技術セミナーの開催  

「ブレーキシステム・制輪子の現状課題と対応」（東急・総研）、「ATS-DK ベース

GoA2.5 自動運転」（JR 九州）、「車内防犯カメラの短期間設置、コスト削減」（東急）、

「水素ハイブリッド電車」（JR 東日本）、「車両 CBM」（JR 東日本）、「ホーム安全ス

クリーン開発と故障予測 AI による出改札 CBM」（JR 西日本）、「カーボンニュート

ラルの取り組み」（高砂熱学工業）の 7 テーマについて、感染防止対策をとりながら

計 4 日にわたり開催し、計 223 名の方に受講頂きました。 



 

 

（３）「車両技術講座」及び「実務研修」の開講  

車両技術講座 14 講座と実務研修 1 講座について、対面とリモート受講の併用を行

いながら、関東地区で 15 講座、関西地区で 7 講座を開催し、合計 324 名の方に受講

頂きました。この内、Web による受講者は 133 名にのぼり、開催地区以外の会員に

向け利便性の向上を図ることができました。 

  また、新たな講座「鉄道車両の情報通信技術入門」の開設に向けたトライアル講座

を 3 月に開催しました。 

 

（４）個人会員の能力向上のための取組み  

  個人会員が技術知識を習得し、能力の向上を図ることを目的として、ホームページ

上の会員専用ページに開設した e ラーニングについて、利用者拡大のための準備を進

めています。2022 年度末時点では 9 講座が開設されており、引き続き体系的に整備

し利用促進を図ります。 

 

（５）鉄道設計技士（鉄道車両部門）受験対策講習会の開催  

  鉄道設計技士（鉄道車両部門）試験の受験準備を目的に、7/16 に分野別専門講師に

よる講習会（法規、車両工学、土木・電気技術の基礎、論文の書き方）を開催し、43

名が参加しました。 

 

（６）第 25 回海外鉄道調査団の派遣  

昨年度に引き続き派遣を中止しました。 

 

（７）専門技術研修会の開催  

  協会で発行する車両関係の技術図書について、執筆者自身による研修会を「専門技

術研修」としてこれまで実施してきました。技術図書として 2020 年度に刊行した「補

助回路システム」について、2023 年度の開講に向けて準備を進めています。 

 

 

４．事業推進体制 

 

（１）会員サービスの一層の強化  

2020 年 2 月から Web サービスを開始し、会員相互の情報交換の活用状況の管理を

行い、e ラーニングの導入に合わせ一層の活性化を図りました。ホームページリニュ

ーアルの検討は、協会保有サーバーのクラウド化や全体のシステム改修の進捗に合わ

せて行い、会員サービスの一層の強化を目指しました。 

また会員各位のメールアドレス登録を推奨し、これを活用して発表会、見学会、研

修会、セミナー等の開催案内など会員限定の情報発信を引き続き積極的に行いました。 

 

（２）会員の勧誘と活動の活性化  

 事業運営会議において、個人会員の加入促進について様々な提言をとりまとめ、3

月の理事会に答申を頂きました。この答申中にある協会が行う事項と事業者にお願い

する事項について実行に移し、引き続き加入によるメリットを創出しながら個人会員

の増員に取り組みます。 

（３）業務プロセスの明確化  

  協会活動において各種認定制度や試験等を行っており、その他の業務も含めて、業

務の正確性、公平性、客観性を確保するため、業務マネジメントシステムを制定して



 

います。また、必要な諸規程の改定についても取り組みました。 

 

（４）システム改修による業務改善  

 2014 年以降、協会では会員管理システムや車両・機械関係工事施行技術者資格認

定支援システムを導入し、会員に対する的確なサービス提供と業務の効率化を進めて

きました。2022 年度はシステム改修及びサポート体制の見直しを図り、協会事務局

業務の改善、効率化を進めました。併せて協会保有サーバーのクラウド化にも取組み、

2023 年度に本格的な移行を進めます。 

 

５．協会誌発行  

会員と協会の主要な接点である R&m 誌について、団体及び個人会員のニーズを的確に

反映した誌面づくりを継続してきました。新たな研究開発の紹介や技術の解説、現場で取

り組んでいる諸課題などを掲載し、充実した内容、判りやすい記述、タイムリーな情報

掲載に努めました。また、協会の電子図書館において最新号より Web 閲覧を可能とす

るなど、本格的な Web 移行促進に向けた準備を行いました。 

 

６．各種表彰  

2022 年度は、特別功績賞 2 名、功労賞 22 名、功績賞 9 名、優秀技能賞 34 名の方々

に 3/17 の表彰選考委員会にて顕彰を決定しました。また、全国「車両と機械」研究発

表会における優秀な論文発表の表彰や、 協会誌の全記事より全編集委員の選考を経て

R&m 賞として優秀賞 5 件と特別賞 2 件を選考しました。 

７．電子図書館の充実 

2022 年度には電子図書館のリニューアルを行いました。書架式の表示方法を採用し、

より見やすくするとともに、パソコンやスマホ、タブレットでの最適な表示を可能にし、

どこからでもご利用が可能になりました。さらに記事全文を対象としたキーワード検索

を採用し、検索機能の改良を図りました。また、協会誌 R&m は最新号から閲覧可能と

しています。引き続き、調査・研究した報告書、刊行図書等を広く活用して頂くために、

これらの電子文書化を進めます。 

 

８．SDGsの取組み  

会員のご理解とご協力を得ながら、教育、エネルギー、インフラ・産業化・イノベー

ションなど 5 つの分野において、教育・知識普及事業や委員会活動を通して成果を上げ

て参ります。 

 

９．会員の状況 

 会員各位のご理解のもと、会員勧誘に努めましたが、2023 年 3 月 31 日現在の団体

会員数は、911 社（対前年同日比 15 社減）、個人会員は 7,650 名（同 139 名減）とな

りました。関係各位のご協力、ご尽力に感謝申し上げます。 

 

１０．協会設立３０周年記念誌「３０年のあゆみ」の発刊準備  

発刊準備を立ち上げ、皆様の協力を得ながらデータ収集を行い、編集を進めました。 

 


